
各務原市公衆浴場設備改善対策事業費補助金交付要綱 

（平成１８年３月１日決裁） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内に所在する公衆浴場の公衆衛生の向上と経営の合理化を図

るために必要と認める事業に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付する

ものとし、その交付に関しては、各務原市補助金交付規則（昭和３８年規則第３４

号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において「公衆浴場」とは、公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９

号）第２条第１項の規定により営業許可を受け、かつ、物価統制令（昭和２１年勅

令第１１８号）第４条の規定により入浴料金の統制額を指定されている施設（公営

の公衆浴場を除く。）をいう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象者は、市内で公衆浴場を営む事業者で、各務原市税、水

道料金、下水道使用料及び下水道事業受益者負担金を滞納していないものとする。

ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

（補助対象事業等） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）、補助対

象経費及び補助金の額は、別表に掲げるとおりとする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする事業者は、各務原市公衆浴場設備改善対策事

業費補助金交付申請書（別記様式）に、次に掲げる書類を添付して、補助対象事業

を実施した翌年の１月３１日までに市長に提出しなければならない。 

（１）補助対象事業工事見積書、請求書及び領収書の写し 

（２）補助対象事業工事施工前及び施工後の写真 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定及び通知） 

第６条 市長は、前条の申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めた

ときは、補助金の交付を決定し、その旨を申請者に通知するものとする。 

（手続の省略） 

第７条 規則第１９条の規定により、規則第１１条の規定による補助事業の実施報告



及び規則第１３条の規定による補助金の額の確定は、省略するものとする。 

（返還） 

第８条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助

金の交付の決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還さ

せることができる。 

（１）この要綱に違反したとき。 

（２）補助金の交付の条件に違反したとき。 

（３）偽りその他不正な行為があったとき。 

（検査等） 

第９条 市長は、補助事業者に対して、補助対象事業に関して必要な指示をし、若し

くは報告を求め、又は職員をして検査をすることができる。 

（関係書類の保存） 

第１０条 補助事業者は、補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした証拠書類

等を補助対象事業完了後５年間保存しなければならない。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、決裁の日から施行し、平成１８年度の予算に係る補助金から適用する。 

附 則（平成２５年３月１２日決裁）

 この要綱は、決裁の日から施行する。

附 則（平成２６年１月７日決裁）

 この要綱は、決裁の日から施行し、改正後の各務原市公衆浴場設備改善対策事業費

補助金交付要綱の規定は、平成２５年度の予算に係る補助金から適用する。

附 則（平成２６年５月１６日決裁）

 この要綱は、決裁の日から施行し、改正後の各務原市公衆浴場設備改善対策事業費

補助金交付要綱の規定は、平成２６年度の予算に係る補助金から適用する。

附 則（平成２７年４月１日決裁）

 この要綱は、決裁の日から施行する。

  附 則（令和４年３月１日決裁） 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 



別表（第４条関係） 

補助対象事業 補助対象経費 補助金の額 

省

エ

ネ

ル

ギ

ー

設

備

事

業 

太陽エネルギ
ー利用設備事
業 

太陽エネルギー利用設備（附属機器を

含む。）の設置、修繕及び取替えに係

る経費（附帯工事を含む。） 

１浴場につき、当該

事業に要する対象経

費（３９０万円を限

度とする。）の２分

の１以内の額 

省エネルギー
型給湯設備事
業 

省エネルギー型給湯設備（太陽エネル

ギー利用設備を除く。）の設置、修繕

及び取替えに係る経費（附帯工事を含

む。） 

１浴場につき、当該

事業に要する対象経

費（２５０万円を限

度とする。）の２分

の１以内の額 

浴

場

設

備

改

善

事

業 

ボイラー等改

善事業 

省エネルギー設備事業以外の給湯設

備、ろ過器の設置、修繕及び取替えに

係る経費（附帯工事を含み、３万円以

上の場合に限る。） 

１浴場につき、当該

事業に要する対象経

費（２５０万円を限

度とする。）の２分

の１以内の額 

その他浴場設

備改善事業 

次に掲げる経費（経費の額が１０万円
以上の場合に限る。）
１ 浴場施設の増改築及び修繕並び
にこれに附属する従物の設置及び
修繕

２ 次に掲げる設備の設置、修繕及び
取替え
(１)汚水等処理設備
(２)さく井、井戸附帯設備配管設備
(３)サウナ風呂設備
(４)浴室設備
(５)脱衣場設備
(６)高齢者・障がい者入浴補助設備
(７)防火・防災及び入浴者の健康管

理上必要と認められる設備
３ その他公衆浴場の用に供する附

帯施設の設置及び修繕等市長が必

要と認めるもの 

１浴場につき、当該

事業に要する対象経

費（３００万円を限

度とする。）の２分

の１以内の額 

備考 

 １ この要綱による補助対象事業とは、補助金の交付申請をしようとする年度の

前年度の１月１日から当該年度の１２月３１日までに実施した事業をいう。



 ２ 補助金の額は、補助対象事業ごとに算出した補助金の合計額（その額に１，

０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。

 ３ 省エネルギー設備事業において対象となる設備は、公衆浴場の用に供し、冷

水を温水に変換するものとする。



別記様式（第５条関係）

  年  月  日

（宛先）各務原市長

所  在  地             

  名    称             

   代表者の役職             

代表者の氏名         

各務原市公衆浴場設備改善対策事業費補助金交付申請書

 各務原市公衆浴場設備改善対策事業費補助金の交付を受けたいので、各務原市公衆浴場設

備改善対策事業費補助金交付要綱第５条の規定により申請します。

なお、この申請に係る審査を行うに当たり、市が申請者の市税、水道料金、下水道使用料

及び下水道事業受益者負担金の納付状況を調査することを承諾します。

１ 補助対象事業名 

２ 補助金交付申請額           円 

３ 補助対象事業の経費及び財源計画

経

費

区

分

支出科目 金額 

財

源

区

分

収入科目 金額 

  各務原市補助金  

  自己負担分  

計  計  

４ 補助対象事業の完了予定期日  令和  年  月  日

５ 添付書類

（１）補助対象事業工事見積書、請求書及び領収書の写し 

（２）補助対象事業工事施工前及び施工後の写真 

（３）その他（               ）


